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1960年代における新構想大学創設に向けた 「計画」の キャ ッチ アップ

大前 敦 巳 （上越教育大学）

1．本報告の 目的

　 1960 年代の急激な大学拡大は学生紛争 の 叛乱

をもた らした
一方で 、 高度経済成長期の 開発計画

が進展した時期で もあ り、大学政策にお い て教育

計画 の策定が急務の 課題 となっ た 。 それ が公式に

顕現 した の が 中央教育審議会 1963 年三八答申と

1971 年四六答申で あ り、1973 年筑波大学開学に

至 る新構想大学創設の政策形成で ある。

　本報告は、1960年代当時 「中教審路線」 と呼ば

れた新構想大学創設 に向けた政策形成過程に着目

し、 1957 年科学技術者養成拡充計画に端を発する

高等教育計画が、文部省 と経済企画庁 の 調査局に

よる情報提供に加え 、
ユ ネ ス コ や OECD の国際

機関、イ ギリス の ロ ビ ン ズ報 告、アメ リカ の カ リ

フ ォ ル ニ ア州高等教育計画などの 影響を受けて 、

欧米の 「計画 pla  ing」をキ ャ ッ チ ア ッ プ しなが

ら洗練化 して い っ た様相を、当時の審議会答申 ・

議事録 ・速記録、大学内部資料な どに 基 づ い て 明

らかする こ とを目的とす る。また、それが 1970

年代に四六答申か ら高等教育懇談会を経た高等教

育計画につ なが っ た可能性を報告する 。

2．1960 年代 の教育計画と新構想大学

　教育計画の原型は戦間期の欧米で形成 され、そ

れが本格的に展開されたの は戦後、特に 1960 年

代に お い て で あっ た （金子 ，
1990）。日本 の 教育計

画は、昭和 20 年代の 「混迷 の 時代」 か ら、 30年

代の 「実践の 多様な試み の 時代」を経て 、 40年代

に 「長期総合教育計画の 時代」 を迎 えた （天 野，

1968）。 そ の背景として 、 1957年の ス プー
トニ

ッ

ク シ ョ ッ ク、人間資本論に基 づ く教育経済学の誕

生、オペ レーシ ョ ン ・リサーチに よる社会計画技

術の発展の 3 つ が大きな引き金になっ た （矢野，

1996）。

　東京教育大学の 移転問題に始ま っ た新構想大学

創設に向けた議論は、高等教育計画の先駆けとな

る テ ス トケース の
一

っ とな っ て 展開が繰 り広げら

れた。まず、筑波研究学園都市建設に関わっ て 、

大学立地政策に踏み込んだ の は当時の 文部省では

な く 、 総理府の 外 局の 首都圏整備委員会であり、

さらに 1960 年の 経済審議会による国民所得倍増

計画を受けて、中教審三 八答申における高等教育

機関の 計画的設置に反 映して い っ た （黒羽，1993

→ 2001）。 次に、当時はまだ新自由主義的な市場

化 の 発想はなか っ たもの の 、1962 年に永井道雄が

「『大学公社』案の 提 唱」 の 中で、「財政と事務を

管理 して こそ大学の 自治は確保 される とい う考

え」の もとに法人化の先駆けとな る議論を展開し、

そ の後も欧米の 「ニ ュ
ー ・ユ ニ バ ーシ テ ィ 」 の先

進的取組を紹介す る こ とで 、中教審をは じめ多大

なイ ン パ ク トを与えた 。 さらに 、 筑波移転の マ ス

タ
ー

プラン委員会長 を務めた福 田信之 は、1960

年代頃か ら物理学 の 国際会議で 欧米の 大学をたび

たび訪 問 し、 1963 年にカ リフ ォ ル ニ ア大学サ ン デ

ィ エ ゴ 校に滞在した時、向 こ う 40 年間にわた る

将来計画 を記 した同大学マ ス タ
ープラ ン を見 て感

銘を受け、特に教育計画に基づ い て学生 を三 っ の

ク ラス ターに分割する 「ク ラス ター ・カ レ ッ ジ制

度」 に っ い て 盛 ん に報告を行い 、新構想大学創設

プラ ン に影響を与えた （福田，1983）。

　文部省政策担当者か らは、天城勲、木 田宏 らが、

1965 年にユ ネス コ 設立 の国際大学協会第 4 回東

京大会を開催 した の を契機に、そ の後も民主教育

協会（IDE ）を通 じ て 、欧米の 大学改革動向に関す

る自主研究会を重ねてい っ た。そ こ には東京教育

大学か ら福 田信之 らの筑波移転推進派教員 も参加

して い た
。

IDE は、1960 年に 厂大学教育にお ける

諸問題 」 を調査検討す る委員会を組織 し、そ こ に

天城が参加 して国立大学財政に関する論文を執筆

した （天城 1962）。 天城（1991）は、当時の 文部省

調査課長の伊藤良二 を通 じて 、経済企画庁の 大来

佐武郎と知 り合い にな り、人的能力 を考慮した経

済計画を議論する と同時に、文部省調査課で も教

育投資論 と教育計画を勉強し、そ の成果が 1962

年教育白書 『日本の 成長と教育』になっ たと述懐

する。 1968年には清水義弘 と共編で 『教育計画』

の 著書を刊行 した。他方で木田宏は、1964年にユ

ネス コ 内外の専門家が執筆 した 『教育計画一そ の

経済社会 との 関係一』を訳出し、その訳者の序に

は、1961 年 の OECD 「経済発展 と教育投資に関す

る政策会議」 （ス ベ ニ ル ソ ン 報告 ，
1963＞に っ い て

言及 してお り、国際機関で議論された教育計画の
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動向に 強い 関心 を持 っ て い た と推察され る。

3．中央教育審議会における審議過程

　上記の よ うに国際的な経済発展 に伴う教育計画

の 高ま りを背景に 、 中教審三人答申か ら四六答申

に至 る審議が進 め られた。

　三 八答 申を立案 した第 15 特別委員会で は、森

戸辰男主査が、ユ ネス コ や国際大学協会で提起さ

れた大学の 役割分類を提示 した。しか し、高等教

育計画 として は、1957 年科学技術者養成拡充計画

と 1960 年国民所得倍増計画を受けた理工系学生

の 増員、 お よび 1958 年首都圏整備計画に基づ く

大学の 地域的配置を追認するに とどまっ た。答申

で は、「高等教育の規模と高等教育機関の 配置につ

い て計画陸に欠けるとこ ろがあ っ た」 こ とを反省

し、「高等教育機関の計画的設置につ い て 審議する

ための 機関を設け る こ とを検討すべ きで あろ う」

と記載された 。

　1967年 7 月の 四六答申諮問の 中教審総会で は、

西 田亀久夫文部省官房審議官が、実績の分析評価

と問題点に基づ く将来予測または 目標決定を行 う

審議方針を説明 し、了承 された。社会的要請を扱

っ た第 21 特別委員会で は 、 教育社会学 、 経済学 、

自然科学、女性学の 専門委員を交えて、東京教育

大学か ら大島康正 が臨時委員に加 わ り、教育審議

会 としては異例の 客観的デー
タに基づ く実績評

価 ・需要把握 ・将来予測が行われた。当時急激に

増加 し た大学設置の 無計画性が批判され、設置基

準と国土計画の みに依拠 しない 高等教育計画の策

定を文部省は意図 して い た。1967 年中に検討作業

準備を行い 、1968 年に教育需要 ・教育機会 ・人材

養成に関する報告案を作成 し、1969 年 6 月に合

同特別委員会で 中間報告案を提出 した 。 そ の 間、

激化する大学紛争の 対応方策に中教審が追われた

が、特別委員会の 作業は、資料などをみるかぎり

お よそ計画に沿っ て進ん で い っ た。

　文部省企画室に電子計算機が導入され、企画小

委員会でデータ資料作成の事前作業が行われた。

デー
タ分析に基づ く審議の結果、中間報告にお い

て新構想大学創設 に関係する と思われ る内容を挙

げると、高等教育機会の 上昇可能性、医師薬系分

野の収容力不足、人材需要予測の現状修正 の 必要

性 と困難、生涯教育の 構想、進学率の 地域間格差

是正 などで あり、こ の 時点で 直接的な言及は ない。

　中間報告を受けて 1969年 7月に高等教育に関

して 設置 された第 26 特別委員会で は、長期的展

望に立 っ た将来見通 しをもっ 改革案が検討 され、

1970 年 1 月 には答 申の 基礎 となる 「高等教育の

改革に関する基本構想試案」 を公表 した。そこ で

は新構想大学にっ なが る大学制度弾力化 、 研究 と

教育の機能的分離、社会に開かれた大学などが盛

り込まれ た。こ こ に 目本の 高等教育におけ る長期

総合計画の原型が確立 され、その 後公聴会などの

意見聴取による修正 を経て四六答申に至っ た。

4．キャッ チアップの 到達点と限界

　こ の 時期に は中教審と並行 して 、東京教育大 学

内部で も 1967 年 7 月 に筑波移転希望の 条件付決

定に伴い マ ス タ
ープラ ン 委員会が設置され 、 1969

年 7 月に 「筑波にお ける新大学の ビジ ョ ン 案」 を

答申した。その間、日本都市計画学会がキ ャ ンパ

ス の アカデ ミ ッ ク
・プラ ン を設計 し、移転推進派

教員と同窓会組織による働き か け が企て られ 、 与

党自民党の 文教制度調査会も新大学創設 の調査を

開始 し、1969 年 6 月に筑波研究学園都市建設が

閣議決定に至 っ た。 同年 8E には、橋本登美三郎

を座長 とす る自民党懇談会が 「新構想大学に関す

る大綱」 を発表 した 。

　 四六答申を経て 1973 年 9A に筑波大学関連法

案が成立 した後、石油 シ ョ ッ ク に よる経済隋勢の

変化 を被 り、国立大学中心の 拡充整備計画が修正

を余儀なくされ 、私立学校振興助成、専修学校制

度発足な どを基軸とする全体規模抑制 の 計画化に

向か っ た。人材需要に対応する新構想大学の設立

は例外 として扱われ、小規模の 限られ た資金投入

が図られたが 、 四六 答申に示 され た革新性は 、 既

存の国立大学側 の反発が強か っ た こ ともあ り、波

及効果を ほ とん どもた らさなか っ た （天野
，
2002）。

　そ うした っ まづ きを経なが らも、永井道雄文相 、

木田宏文部次官時の 1976 年に第
一
次高等教育計

画が出現するに 至 っ た。過去 の無計画性や社会的

圧力か ら脱却して 、 地域間や大学間の 格差を是正

し、教育条件の 水準向上 を図 る こ とを名 目とする

計画化に成功し た
一

方 で、日本 の 実証デー
タに基

づ く長期総合教育計画が定着 せず 、 西洋モ デル 移

入の 理想型 にとどま っ て い る とい う批判も多い 。

私学の 比重が高い 日本の高等教育におい て は、制

限主義 と拡張主義、計画モ デル と市場モ デル の葛

藤が政治的な選択 と決定を動か し て きた （天野 ，

1999）。 そ の意味では 、 フ ラン ス で人 口学者 A．ソ

ウヴィ を中心 とする進歩主義的テク ノ クラ
ー

トが、

1968 年以降の新構想大学創設に向 けて 主体的に

計画 と設計を担っ たの と対照的で ある。

付記 ：本報告は、JSPS 科学研究費補助金 （基盤

研究（C）24531063 ） の 助成を受けた もの で あ る。
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